
現場で迷わないための

基礎から学ぶ化学物質法規制のポイント
～研究から製造・販売・廃棄まで～

LIVE配信
アーカイブ配信

7日間視聴可能

化審法・安衛法・毒劇法・化管法・消防法など、研究開発から製造・販売・廃棄
まで、化学物質を扱うすべての段階で必要な法規制を体系的に解説します。

GHS分類やSDS、PFAS・GX法など最新改正動向を踏まえ、
実務での対応手順をわかりやすく解説する特別セミナー！！

★日時：2026年1月16日（金）10:00～16:00
★会場：WEB受講のみ (Zoomシステム)
※LIVE配信／アーカイブ配信（7日間視聴可能）

★受講料：1名 49,500円（消費税込）
同一セミナー同一企業同時複数人数申込みの場合 1名44,000円

★受講資料：PDF資料（受講料に含む）

【講師の言葉】 化学物質を取り巻く法規制は、研究段階から製造・輸入、販売、そして廃棄・リサイクルに至るまで多層的に構成さ
れており、化学物質の研究者や化学物質管理の担当者が全体像を把握することは容易ではありません。
本セミナーでは、化審法・安衛法・毒劇法・消防法・化管法・薬機法・廃棄物処理法など、化学物質のライフステージや用途に応じ

て関係する主要法規制を体系的に整理し、それぞれの目的・構造・適用範囲と実務上のポイントを具体例とともに解説します。
また、近年、制定・改正が進むGX法や安衛法の自律的管理、PFASなどの化学物質規制の国際動向など、最新の規制トピックも取り

上げます。受講後には、個々の法令を単独で理解するだけでなく、法体系を横断的に捉える「判断軸」と、現場で実践できる「対応手
順」を身につけていただける構成です。法令遵守にとどまらず、安全・品質・環境の三位一体で化学物質管理の対応力の向上を目指す
方に最適な入門から中級レベルの講座です。

【受講形式】WEB受講のみ ※本セミナーは、Zoomシステムを利用したオンライン配信となります。
【予備知識】特に必要ありません。化学の基礎用語を理解していれば十分です。
【受講対象】・研究・開発、品質保証、安全衛生、環境管理、製造・物流の各部門の化学物質管理の担当者

・企業・研究機関・大学の化学物質管理者
・化学物質管理の基礎を体系的に学びたい初～中級者

【習得知識】１）化学物質法規制の全体像と体系的理解 ２）各法令の目的・適用範囲・届出義務の把握
３）GHS分類・SDS/リスクアセスメントの基本 ４）化学物質管理体制構築の手順
５）最新法改正の知識（GX法、PFAS等） など

◆セミナーお申込要領
・弊社ホームページの申込欄又は、E-mailかFAXにてお申し込みください。
・受付後、受講票・請求書等をメールで送信します。
・開催日の8日前以内のキャンセルの場合、受講料の全額を申し受けます。

◆申込先

株式会社TH企画
〒108-0014 東京都港区芝４丁目5-11 芝プラザビル５F
TEL: 03-6435-1138 FAX：03-6435-3685
Email：th@thplan.com
URL: https://www.thplan.com/
詳細、その他のセミナーは、ホームページをご覧ください。
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（開催日）
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◆申込書：2026年1月16日：セミナー
会社名： 部署名：
住所：
TEL： FAX：
氏名：
Email：

１．化学物質管理の全体像と最新動向
1.1 化学物質管理の社会的背景（事故・環境問題・国際的動き）
1.2 日本の化学物質法体系
1.3 企業に求められるCSR・SDGs対応
1.4 GX法・PFAS・マイクロプラスチックなど新たな潮流

２．研究開発段階に関わる法規制
2.1 新規化学物質の届出（化審法、安衛法）
2.2 試験研究用途の取扱いと免除範囲
2.3 バイオ関連物質・遺伝子組換えの規制（カルタヘナ法）
2.4 試薬の安全管理

３．製造・輸入・流通段階の法規制
3.1 化審法の新規化学物質届出制度
3.2 安衛法のラベル表示・SDS交付義務
3.3 PRTR（化管法）の対象物質・届出
3.4 毒劇法における化学物質の取扱い
3.5 消防法における危険物分類と取扱い
3.6 水質汚濁防止法・大気汚染防止法
3.7 化学物質のGHS分類
3.8 化学物質のリスクアセスメント
3.9 化学物質輸送（国連勧告・航空法・船舶安全法）

【講師】コネクトらいふ行政書士事務所 代表 日置 孝徳 先生 行政書士
東京科学大学産学共創機構リサーチ・アドミニストレータ―

４．販売・用途別の規制
4.1 薬機法の対象範囲（医薬品・化粧品・医療機器）
4.2 有害家庭用品規制法
4.3 消費者製品における安全規制

５．廃棄・リサイクル段階の規制
5.1 廃棄物処理法と廃棄時の留意点
5.2 フロン・オゾン層保護関連法規
5.3 海洋プラスチック問題と国際的動向
5.4 サーキュラーエコノミーと化学物質管理

６．国際的枠組みと輸出入管理
6.1 欧州REACH／CLP制度
6.2 米国TSCA改正後の制度概要
6.3 国際条約（ストックホルム・ロッテルダム・バーゼル）
6.4 外為法・輸出入管理

７．化学物質管理体制の構築
7.1 化学物質管理（社内管理規則・役割分担・教育体制）
7.2 化学物質法規制・安全性情報の入手方法
7.3 今後の法規制動向

質疑・応答


